
 

障障発 0329 第２号 

平成 29 年３月 29 日 

 

 

  都道府県 

各 指定都市 障害保健福祉主管課（室）長 殿 

  中 核 市 

 

 

厚生労働省社会・援護局 

障害保健福祉部障害福祉課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

「訪問系サービスに係る国庫負担基準について」の一部改正について 

 

 

 標記について、平成 27年６月５日障障発 0605第１号厚生労働省社会・援護局障害

保健福祉部障害福祉課長通知の一部を別紙の新旧対照表のとおり改正し、平成 29 年

４月１日から適用することとしたので通知する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

新 旧 
障障発 0605 第１号 

平成 27 年６月５日 

一部改正 障障発 0329 第２号 

平成 29 年３月 29 日 

 

  都道府県 

各 指定都市 障害保健福祉主管課（室）長 殿 

  中 核 市 

 

厚生労働省社会・援護局 

障害保健福祉部障害福祉課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

訪問系サービスに係る国庫負担基準について 

 

 

記 

 

 

１ 国庫負担基準及び平成 29年度国庫負担基準の見直しについて 

（１）国庫負担基準について 

① 国庫負担基準の考え方 （略） 

 

② 国庫負担基準の算定方法 

ア 訪問系サービス利用者毎の国庫負担基準の適用方法 

国庫負担基準は、「厚生労働大臣が定める障害福祉サービス費等負

担対象額に関する基準等」（平成 18 年厚生労働省告示第 530 号。以

下「国庫負担基準告示」という。）（別紙２）に基づき、利用した

訪問系サービスの種類や障害支援区分等に応じた単位数を各月ごと

に算定する。 

また、複数の訪問系サービスを利用している場合であっても、算

定できるのは１つのサービスに係る単位数となっている。 

なお、国庫負担基準の単位数は、当該月の訪問系サービスの利用

の有無によって算定できるものであり、利用時間等によって変動す

るものではない。 

障障発 0605 第１号 

平成 27 年６月５日 

 

 

 

  都道府県 

各 指定都市 障害保健福祉主管課（室） 御中 

  中 核 市 

 

厚生労働省社会・援護局 

障害保健福祉部障害福祉課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

訪問系サービスに係る国庫負担基準について 

 

 

記 

 

 

１ 国庫負担基準及び平成 27年度国庫負担基準の見直しについて 

（１）国庫負担基準について 

① 国庫負担基準の考え方 （略） 

 

② 国庫負担基準の算定方法 

ア 訪問系サービス利用者毎の国庫負担基準の適用方法 

国庫負担基準は、「厚生労働大臣が定める障害福祉サービス費等負

担対象額に関する基準等」（平成 18 年厚生労働省告示第 530 号。以

下「国庫負担基準告示」という。）（別紙２）に基づき、利用した

訪問系サービスの種類や障害支援区分等に応じた単位数を各月ごと

に算定する。 

また、複数の訪問系サービスを利用している場合であっても、算

定できるのは１つのサービスに係る単位数となっている。 

なお、国庫負担基準の単位数は、当該月の訪問系サービスの利用

の有無によって算定できるものであり、利用時間等によって変動す

るものではない。 
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例 

① 重度訪問介護のみの利用者で障害支援区分６の者：４７，４

９０単位 

② 居宅介護（通院等介助なし）と同行援護の利用者で障害支援

区分３の者：１２，５５０単位 （居宅介護：５，５２０単位、

同行援護１２，５５０単位） 

 

イ 各市町村の国庫負担基準額の算定 （略） 

 

（２）平成 29年度国庫負担基準の見直しについて 

平成 29 年度の報酬改定において、国庫負担基準については、福祉・

介護職員処遇改善加算の拡充を考慮した水準を設定することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 障害者自立支援給付費国庫負担金の居宅介護等に係る介護給付費等の基

準額の算定における留意事項について （略） 

 

（１）国庫負担基準告示について 

国庫負担基準告示については、下記の点に留意すること。 

① 介護保険給付対象者について （略） 

 

② 第二号ロ（重度障害者等包括支援対象者）について 

国庫負担基準告示第二号ロにおいては、「前号に掲げる者であっ

て、居宅介護、重度訪問介護、同行援護又は行動援護に係る支給決

定を受けたもの」の単位数を定めているが、ここでいう「前号に掲

げる者」とは、第二号イに定める重度障害者等包括支援の支給決定

を受けた者ではなく、第一号に定める「重度障害者等包括支援利用

者の支援の度合に相当する支援の度合にある者であって、障害福祉

 

例 

① 重度訪問介護のみの利用者で障害支援区分６の者：４６，３

３０単位 

② 居宅介護（通院等介助なし）と同行援護の利用者で障害支援

区分３の者：１２，０８０単位 （居宅介護：５，３１０単位、

同行援護１２，０８０単位） 

 

イ 各市町村の国庫負担基準額の算定 （略） 

 

（２）平成 27年度国庫負担基準の見直しについて 

平成 27 年度の報酬改定において、国庫負担基準については、重度障

害者の利用実態を考慮した水準を設定することとし、具体的には、訪問

系サービス全体の支給決定を受けた者に占める重度訪問介護及び重度

障害者等包括支援の支給決定を受けた者の割合が５％以上の市町村に

対し、市町村全体の国庫負担基準総額の５％嵩上げを行うこととした。 

なお、基本報酬の見直しや加算の創設等の影響分についても、国庫負

担基準の水準に反映させ、今回の見直しにおいて、国庫負担基準の平均

額は、基本報酬の見直しや加算の創設等により、11.9 万円から 12.5 万

円（＋5.0％）の引き上げとなる。 

 

２ 障害者自立支援給付費国庫負担金の居宅介護等に係る介護給付費等の基

準額の算定における留意事項について （略） 

 

（１）国庫負担基準告示について 

国庫負担基準告示については、下記の点に留意すること。 

① 介護保険給付対象者について （略） 

 

② 第二号ロ（重度障害者等包括支援対象者）について 

国庫負担基準告示第二号ロにおいては、「前号に掲げる者であっ

て、居宅介護、重度訪問介護、同行援護又は行動援護に係る支給決

定を受けたもの」の単位数を定めているが、ここでいう「前号に掲

げる者」とは、第二号イに定める重度障害者等包括支援の支給決定

を受けた者ではなく、第一号に定める「重度障害者等包括支援利用

者の支援の度合に相当する支援の度合にある者であって、障害福祉
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サービス（療養介護、重度障害者等包括支援、施設入所支援及び外

部サービス利用型指定共同生活援助を除く。）を利用する者」をい

うことから、障害者等の支給決定時の認定調査の結果、重度障害者

等包括支援のいずれかの類型の支給決定を受ける要件に該当する

場合であれば、重度障害者等包括支援に係る支給決定を受けていな

くても、区分ロの単位数を計上する。 

 

＜国庫負担基準＞ 
重度障害者等包括支援対象者であって、重度障害者等包括支援を利

用しておらず、居宅介護、重度訪問介護、同行援護又は行動援護を

利用する者の国庫負担基準 

区分６ 69,070単位（参考：重度訪問介護の区分６は47,490

単位） 

介護保険 

給付対象者 

34,540単位（参考：重度訪問介護は 14,490単位） 

（参考）重度障害者等包括支援利用者は 84,320単位 

 

＜重度障害者等包括支援対象者＞ （略） 

 

③ 第二号ホ（居宅介護利用者）の（１）及び（２）について （略） 

 

④ 第二号ト及びチ（共同生活援助事業所における居宅介護利用者）

について （略） 

 

⑤ 第二号リ（同行援護利用者）について （略） 

 

（２）国庫負担基準単位の算定について （略） 

 

（３）給付率の算定について （略） 

 

（４）統計情報作成処理月の取扱いについて （略） 

 

（５）都道府県における審査、確認について （略） 

 

（６）その他 （略） 

サービス（療養介護、重度障害者等包括支援、施設入所支援及び外

部サービス利用型指定共同生活援助を除く。）を利用する者」をい

うことから、障害者等の支給決定時の認定調査の結果、重度障害者

等包括支援のいずれかの類型の支給決定を受ける要件に該当する

場合であれば、重度障害者等包括支援に係る支給決定を受けていな

くても、区分ロの単位数を計上する。 

 

＜国庫負担基準＞ 
重度障害者等包括支援対象者であって、重度障害者等包括支援を利

用しておらず、居宅介護、重度訪問介護、同行援護又は行動援護を

利用する者の国庫負担基準 

区分６ 66,730単位（参考：重度訪問介護の区分６は46,330

単位） 

介護保険 

給付対象者 

33,370単位（参考：重度訪問介護は 14,140単位） 

（参考）重度障害者等包括支援利用者は 84,070単位 

 

＜重度障害者等包括支援対象者＞ （略） 

 

③ 第二号ホ（居宅介護利用者）の（１）及び（２）について （略） 

 

④ 第二号ト及びチ（共同生活援助事業所における居宅介護利用者）

について （略） 

 

⑤ 第二号リ（同行援護利用者）について （略） 

 

（２）国庫負担基準単位の算定について （略） 

 

（３）給付率の算定について （略） 

 

（４）統計情報作成処理月の取扱いについて （略） 

 

（５）都道府県における審査、確認について （略） 

 

（６）その他 （略） 

※ 改正部分は赤字の箇所。 
 


